平成21年度3月定例会　予算・常任委員会　付託・審査意見
1. 朝来市歌の制定について（文教民生常任委員会）
現在までに310万円の費用が掛かっておりますが、朝来市の将来や市民の将来に関係することでありますので、費用では判断し得ない部分があろうかと思います。そこで、本件提案の市歌が市民に広く親しまれ、10年、20年後も歌われている事が私には想像することが出来ませんので、私は本件議案に反対をしたいと思います。

2. 請願について（文教民生常任委員会）

① 「保険でよりよい歯科医療の実現を求める意見書（案）」では、「患者の窓口負担を軽減すること」とありますが、窓口負担を減らすことは、財源の確保をしなければいけない問題であります。また医療費の増加も予想されることから、軽々卒々に論じるべきではないと考えます。また窓口負担の軽減と診療報酬の改善は相対する関係にあり、窓口負担をなくさない限り、診療報酬の改善は、窓口負担の増加を招くことになると認識をしておりますから、意見書を提出する場合には、「患者の窓口負担を軽減すること」の項目は削除すべきではないかと思います。

② 現在の後期高齢者医療制度は、各種の見直しで負担軽減がなされております。また、新政権下での新しい制度設計が予定されている中で、意見書案が言う「直ちに廃止を求める」ことへの実効性がないのではないかと考えます。

3. 校庭の芝生化事業について（予算委員会分科会）
事業自体は良いことであろうかと思いますし、鹿を通じての山ビル進入防止の上でも学校施設にフェンスが必要であると思いますが、管理をお願いする地域・ＰＴＡ・教育現場と充分に協議し理解を得るべきであると思いますので、付帯意見として、「管理を受けて頂く管理主体と充分に協議を行い、理解が得られ、管理主体が決まってから事業の実施を行われたい」等の意見を付けて頂きたいと思います。

4. 朝来市一般廃棄物収集運搬業務委託にかかるプロポーザルについて（予算委員会分科会）
一般廃棄物収集運搬業務は、業務内容が狭いうえ、プロポーザルによる効果が薄い分野であると判断を致します。つまりプロポーザルと入札による方法を比較して、トータルの業務金額がより削減できる方法に今後は変更しなければいけないのではないかと思いますが、皆さんはいかがお考えでしょうか？

5. 畜犬登録・狂犬病予防事業について（予算委員会分科会）
現在の畜犬登録・狂犬病予防事業下では、狂犬病予防接種の接種率が100％になることはあり得ません。先ずは現在の畜犬登録がなされている犬に対する狂犬病接種率の82.2％を100％にする取り組みが必要であると考えますので、付帯意見を付けて頂きたいと考えます。
6. 緊急通報システムについて（予算委員会分科会）
緊急通報システムについてアンケートが示している通り、本システムに対する利用者の満足度は96％であり、非常に有効なシステムであることが証明をされております。確かに行政当局の説明でありました通り、心のかよった支援体制にはface to faceが必要であろうかと思いますが、本システムを多くの独居老人世帯に利用してもらうことが、心の通かよった支援体制を阻害するとは言えません。むしろ心のかよった支援体制には、支援できない時間帯の対応を施してこそ、心のかよった支援体制と言えます。また将来の高齢化を鑑みるときには、今後益々必要になってくるとも言えます。緊急通報システムは費用が掛かるといった問題もありますが、普及を図るような啓発は積極的に行って頂きたいと考えますが、皆さんはいかがお考えでしょうか？
7. 幼稚園・保育園運営費について（予算委員会分科会）
教育・保育といった重要な業務のほとんどを臨時職員で対応している現状は正常とは言えず、正規職員の採用が新市になってから行われていないことも職員教育の上で問題があります。また、正規職員と臨時職員の待遇の格差、つまり給料・手当て・休暇の格差があまりにも大きいことは教育・保育を保育士や幼稚園教諭である職員が行うことを考える上では決して好ましいことではありません。そのあたりの是正を求めるよう付帯意見を付して頂きたいと思いますが、いかがでしょうか？

8. 地域医療対策推進事業費について（予算委員会分科会）
平成22年度の秋を目途に「朝来市の地域医療のあるべき方向性を検討する」と答弁がありましたが、その経過や状況把握、議会の意見を反映できるように当局からの中間報告や当局と議会との意見交換が行える付帯意見を付けて頂きたいと思います。
9. 住宅資金貸付事業特別会計について（予算委員会分科会）

現在の本会計は貸付業務を行っておらず、回収業務と償還業務しか行っていませんが、本体業務は市民生活部で、本会計に重要な回収業務は管財課が行っており、所管する課が分かれていることにより、スムーズな予算審議が出来ません。例えば、未収納率の推移や、滞納状況の確認（滞納整理について）、回収見込み額についてなどです。今後においては、本会計の所管替えを当局に求めるべきではないかと思いますが、いかがでしょうか？また、議運で当初から当局の関連する部課の参集を求めるルール（例えば、国民健康保険特別会計については市民生活部と税務課、住宅資金貸付事業特別会計については市民生活部と管財課等）を作る事も一つの方法ではないかと思いますが、いかがでしょうか？

10. 国民健康保険特別会計について（予算委員会分科会）

来年度6月の税率算定は、現在の所、一世帯あたり賦課額は5,000円の増加が見込まれます。しかし、基金の取り崩しをなければ行わない場合、125,000円の賦課額設定を行う必要がありますが、大幅な賦課額の増加は市民への負担が多く、また、収納率の推移や過年度分の滞納率の増加、人口構成における高齢者人口の増加と少子化を考えるとき、これからの国民健康保険事業の在りようを考えなければいけない時期に来ていると考えます。さらには基金運用問題を抱え、使える基金額は、平成22年度末の残高見込みで約150,000,000円です。平成21年度の出納閉鎖を行わないと、実際の税率算定や残高見込みは分かりませんが、毎年100,000,000円以上の基金取り崩しをしている状況の中で、基金運用問題が本会計に影響を与えるであろうことは容易に推定しえます。5年先が見えない状況にあるといっても過言ではありません。そういった状況の中で、朝来市として本会計である国民健康保険事業の抜本的な見直しを国に求めていく必要があり、朝来市として取りうる施策の検討を始めなければいけないのではないでしょうか？皆さんのご意見をお伺い致したいと思います。

（賛成討論）

私は賛成の立場から討論を行います。

本会計である国民健康保険特別会計は、国民健康保険事業の特別会計であり、国民健康保険事業は、命の保険であると認識をしております。市民にとっては、最後のセーフティーネットであると言えます。その大事な本予算案を否決して、4月からどうなさるおつもりなのか？本件議案の否決は市民に混乱と困窮を引き起こすだけであります。私は市民の生活を守るためにも、本件議案、議案第25号は可決されるべきものと考えます。以上で賛成討論を終わります。
11. 介護保険特別会計について（予算委員会分科会）

介護保険事業も国民健康保険事業と同じく、高齢者人口の増加による介護費の増加が懸念され、基金運用問題に関しては、約100,000,000円の内に約50％もの仕組債部分があり、国民健康保険事業よりも深刻であるといえるかもしれません。本来、介護保険給付費準備基金は介護保険料を被保険者が積み立てたお金であることを考えるとき、基金が使えないからと一般会計からの繰り入れを行い、一般会計の経常経費の負担を増やすことは、市民サービスの低下を招くことになり、許されるものではありませんが、残された選択肢はあまりないことも事実であると認識をしております。それらのことも含めて、今後の介護保険事業の在りようを考える時期に来ていると考えます。今後、朝来市として本会計の介護保険事業の抜本的な見直しを国に求めていく必要があり、朝来市として取りうる施策の検討を始めなければいけないのではないでしょうか？皆さんのご意見をお伺い致したいと思います。

また、第4期介護保険事業計画が平成23年度末で終了し、平成24年度から第5期計画を実施する予定になっており、今後の介護保険事業には非常に重要な第5期介護保険計画の策定が平成22年度・平成23年度に控えております。何故なら今後10年間は高齢者人口の増加が推計され、介護保険給付費の増加が予想されるからであります。今後の介護保険計画においては、3年等の短いスパンの数値等を基に計画を策定するのではなく、少なくとも高齢者人口が最大になり、介護保険給付費が最大となる年度までは見越した計画を立てていく必要があると考えます。この点も皆さんに検討をして頂きたいと思います。

12. 市制記念事業について（予算委員会）

本当に市制記念事業が今の朝来市に必要なのか、市民が市制記念事業を求めているのか？市制5年で市制記念事業をする必要があるのか、市制記念事業の実施に対する市民の理解が得られるのか？その点の検討が必要ではないかと思います。

13. 臨時職員について（予算委員会）

現在の臨時職員の任期実態は地方自治法に反するものであり、臨時職員と正規職員の給与・休暇等の待遇格差も是正すべきでありますので付帯意見を付して頂きたい。

14. 朝来市産地形成促進施設・朝来市農畜産物処理加工施設・朝来市山城の郷野外運動場施設の指定管理者の指定について（産業建設常任委員会）

1 朝来市と全但・神姫グループとの間に協定内容の合意は出来ておりますか？また、指定管理料は幾らを計画しているのか、年次毎の計画を教えて下さい。それから、朝来市産地形成促進施設・朝来市農畜産物処理加工施設・朝来市山城の郷野外運動場施設を指定管理に指定をする理由は何なのか、私は市直営よりも費用が安く、効果が大きくなる、つまりＢＦＭ（Balue for money）が発生することが本件議案の指定管理の理由であると理解をしておりますが、非常に重要な本件議案の費用に当たる指定管理料を委員会としてどのように扱われたのかをお伺いしたいと思います。さらには、冬季間の３ヶ月を休業したいとの話も出ていると聞きましたが、その点はどのようになったのか？そもそも指定管理に指定をする理由としてはＢＦＭが発生することもありますが、前提条件として通年管理をして貰うことが絶対に必要ですのでその点の検討内容も教えて頂きたいと思います。
② 指定管理候補者である全但・神姫グループが提出をされている「朝来市山城の郷野外運動施設の管理に関する収支予算書」は、楽観的予測によるものでもなく、悲観的予測によるものでもなく、正確な現状把握とそれに基づく収支予想であると考えますが、平成22年2月26日付きの産業振興部資料によりますと、平成22年度の指定管理料が20,000,000円から15,000,000円に変更になりますので、収支予想は4,475,000円の赤字予想、平成23年度の指定管理料は変更がありませんので、収支予想は計画通り448,000円の黒字予想、平成24年度の指定管理料が15,000,000円から10,000,000円の変更になりますので、収支予想は4,687,000円の赤字予想、平成25年度の指定管理料が15,000,000円から10,000,000円に変更になりますので、収支予想は4,818,000円の赤字予想、平成26年度の指定管理料が15,000,000円から10,000,000円に変更になりますので、収支予想は355,000円の黒字予想となっております。平成22年度から平成26年度までの5年間の収支予想を合計しますと、13,177,000円の赤字予想となっております。以上のことが示しておりますのは、全但・神姫グループの収支計画は、最低初年度は20,000,000円の指定管理料が必要であり、初年度以後は15,000,000円の指定管理料がなければ収支が成り立たず、初年度の指定管理料を15,000,000円に変更し、指定管理者の指定から2年経過後に指定管理料を1,000,000円に変更すれば、経営計画そのものが成り立たなくなります。つまりは、事実上の経営破綻です。その点の検討が必要であろうかと思います。また、提出された収支計画書が示すとおり、事業実施自体が成り立っておりませんので、指定管理を全但・神姫グループに任せても健全経営ができるという担保が存在するのかといった議論も必要であろうかと思います。さらには赤字の収支計画を赤字にさせないため、現在の事業計画を縮小して収支を合わせるようことであれば、全但・神姫グループを選定した本旨に適いませんので、事業計画を実現させる枠組みも必要であろうかと思いますのでその点も含め、二つの論点に付きまして、産業建設常任委員会でどの様な議論が行われたのかをお伺いします。
また、当施設の国県の補助金残高は平成20年度で約90,000,000円の残存価額が存在していると理解をしておりますが、この際、一括償還をして、自由に使える状態にする方法もあろうかと考えますが、その点も議論をした方が良いかと思いますので、産業建設常任委員会でどの様な議論が行われたのかをお伺いします。
